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(57)【要約】
本発明は、昇温時にシール材層がダメージを受けにくく、接着強度を維持することができ
、物理的な衝撃に対する耐性に富む扁平形状のハニカム構造体を提供することを目的とす
るものであり、本発明のハニカム構造体は、多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設
された多孔質セラミックを主成分とするハニカムユニットが、シール材層を介して複数個
接着された扁平形状のセラミックブロックの外周部にシール材層が設けられたハニカム構
造体であって、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパター
ンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されていることを特徴と
する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設された多孔質セラミックを主成分とするハニ
カムユニットが、シール材層を介して複数個接着された扁平形状のセラミックブロックの
外周部にシール材層が設けられたハニカム構造体であって、
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪
郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されていることを特徴とするハニカム構
造体。
【請求項２】
前記ハニカムユニットの長手方向に垂直な断面の面積が２５ｃｍ２以下である請求項１記
載のハニカム構造体。
【請求項３】
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪
郭を構成する形状の長軸とがなす角度が５～８５°の範囲内にある請求項１又は２記載の
ハニカム構造体。
【請求項４】
前記ハニカムユニットは、炭化珪素質セラミックからなる請求項１～３のいずれかに記載
のハニカム構造体。
【請求項５】
触媒が担持されている請求項１～４のいずれかに記載のハニカム構造体。
【請求項６】
前記貫通孔は、いずれかの端部で封止されてなる請求項１～５のいずれかに記載のハニカ
ム構造体。
【請求項７】
扁平形状のハニカム構造体を製造する製造方法であって、
多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設された多孔質セラミックを主成分とするハニ
カムユニットを、シール材により複数個接着し、乾燥させるハニカムユニット接着工程と
、
前記ハニカムユニットがシール材層を介して複数個接着されたハニカムユニット集合体を
、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の
輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向になるように切削加工を施し、扁平形状のセ
ラミックブロックを作製するセラミックブロック作製工程と
を含むことを特徴とするハニカム構造体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本出願は、２００４年５月６日に出願された日本国特許出願２００４－１３７７２８号を
基礎出願として優先権主張する出願である。
本発明は、ディーゼルエンジン等の内燃機関から排出される排気ガス中のパティキュレー
ト等を除去するフィルタや、触媒担体等として用いられるハニカム構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
バス、トラック等の車両や建設機械等の内燃機関から排出される排気ガス中に含有される
スス等のパティキュレートが環境や人体に害を及ぼすことが最近問題となっている。
そこで、排気ガス中のパティキュレートを捕集して、排気ガスを浄化するフィルタとして
多孔質セラミックからなるハニカム構造体を用いたものが種々提案されている。
【０００３】
従来、この種のハニカム構造体として、多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設され
た炭化珪素からなる多孔質セラミックを主成分とするハニカムユニットが、シール材層を
介して複数個接着されたセラミックブロックの外周部にシール材層が設けられたハニカム
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構造体が知られている。
【０００４】
これらのハニカム構造体としては、長手方向に垂直な断面の形状が円形状のものが大部分
であるが、最近では、長手方向に垂直な断面の形状が長円形状（レーストラック形）、楕
円形状、略三角形状、略台形状等からなるハニカム構造体も提案されている（例えば、特
許文献１～４参照）。
【０００５】
図７（ａ）は、このようなハニカム構造体からなるハニカムフィルタを模式的に示す斜視
図であり、（ｂ）は、その一部を示す部分拡大斜視図である。また、また、図８（ａ）は
、図７に示したハニカムフィルタを構成するハニカムユニットの一例を模式的に示す斜視
図であり、（ｂ）は、そのＡ－Ａ線断面図である。
【０００６】
図７（ａ）に示すように、ハニカムフィルタ１００は、炭化珪素等からなるハニカムユニ
ット１１０が、接着剤層１０１を介して複数個結束されてセラミックブロック１０５を構
成し、このセラミックブロック１０５の周囲にコート層１０２が形成されている。このハ
ニカムフィルタ１００の端面は、長円形状をなしており、長手方向に垂直な断面における
ハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対し
てほぼ垂直になるように構成されている。
【０００７】
ハニカムユニット１１０は、図８（ａ）、（ｂ）に示したように、長手方向に多数の貫通
孔１１１が並設され、貫通孔１１１同士を隔てる隔壁１１３がフィルタとして機能するよ
うになっている。即ち、ハニカムユニット１１０に形成された貫通孔１１１は、図８（ｂ
）に示したように、排気ガスの入口側又は出口側の端部のいずれかが封止材１１２により
目封じされ、一の貫通孔１１１に流入した排気ガスは、必ず貫通孔１１１を隔てる隔壁１
１３を通過した後、他の貫通孔１１１から流出されるようになっている。
【０００８】
このような、長手方向に垂直な断面が楕円形のハニカム構造体を製造する際には、まず、
図８に示した多孔質のセラミックからなり、端面が市松模様となるように目封じされたハ
ニカムユニットを製造した後、これら複数のハニカムユニットをシール材により接着し、
乾燥することにより、ハニカムユニット集合体を作製する。
次に、長手方向に垂直な断面が長円形になるように切削を行うが、その際、上記断面にお
けるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に
対して垂直な長円が形成されるように切削を行い、最後に外周にシール材層を形成し、乾
燥することによりハニカムフィルタの製造を終了する。
【０００９】
上記文献によれば、このような形状のハニカム構造体は、キャニングに対する耐性（キャ
ニング強度）の低下を抑制することができる等の効果を有することが記載されている。
【００１０】
しかしながら、図７に示したハニカムフィルタは、長手方向に垂直な断面に関し、断面の
輪郭を構成する楕円の長軸に対してほぼ直角にシール材層が形成されており、この直角に
形成されたシール材層は長さが短い。
このような形状のハニカム構造体を内燃機関の排気管に設置した際には、昇温時に短軸方
向に応力が集中しやすくなり、なかでも、この長さが短いシール材層に応力が集中するた
め、外周に形成されたコート層としてのシール材層と接着層としてのシール材層との継ぎ
目の部分がダメージを受けやすく、接着強度が低下してしまうという問題があった。
【００１１】
また、短軸に近い部分では、図７（ｂ）に示すように、隔壁１１３が薄く形成される部分
が存在し、この部分の強度が低くなってしまうため、物理的な衝撃に弱く、輸送時当にク
ラックが発生してしまう場合があるという問題があった。
【００１２】
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さらに、切削加工により断面が楕円形状のものを作製する場合、短軸に近い部分を切削加
工する際には、切削方向に対して直角の部分が存在し、その部分は切削により大きな応力
が作用するため崩れやすい。そこで、削除すべき部分以外の部分が崩れないように加工速
度を遅くする必要があり、加工時間が長くなり、製造コストが高くつくという問題があっ
た。
【００１３】
【特許文献１】特開２００２－２７３１３０号公報
【特許文献２】特開２００３－２６０３２２号公報
【特許文献３】国際公開第０３／０７８０２６Ａ１号パンフレット
【特許文献４】特開２００３－１８１２３３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、昇温時にシール材層がダメージを受け
にくく、接着強度を維持することができ、物理的な衝撃に対する耐性に富む扁平形状のハ
ニカム構造体を提供することを目的とする。
また、本発明は、扁平形状のハニカム構造体を製造する際、迅速に切削加工等を行うこと
ができ、効率的に製造することができるハニカム構造体の製造方法を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
すなわち、本発明のハニカム構造体は、多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設され
た多孔質セラミックを主成分とするハニカムユニットが、シール材層を介して複数個接着
された扁平形状のセラミックブロックの外周部にシール材層が設けられたハニカム構造体
であって、
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪
郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されていることを特徴とする。
【００１６】
本発明のハニカム構造体は、このハニカム構造体を構成するハニカムユニットの長手方向
に垂直な断面の面積が２５ｃｍ２以下であることが望ましく、長手方向に垂直な断面にお
けるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪郭を構成する形状の長軸と
がなす角度が５～８５°の範囲内にあることが望ましい。
【００１７】
本発明のハニカム構造体を構成するハニカムユニットは、炭化珪素質セラミックからなる
ことが望ましく、触媒が担持されていることが望ましく、上記貫通孔は、いずれかの端部
で封止されてなることが望ましい。
【００１８】
本発明のハニカム構造体の製造方法は、扁平形状のハニカム構造体を製造する製造方法で
あって、
多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設された多孔質セラミックを主成分とするハニ
カムユニットを、シール材により複数個接着し、乾燥させるハニカムユニット接着工程と
、
上記ハニカムユニットがシール材層を介して複数個接着されたハニカムユニット集合体を
、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の
輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向になるように切削加工を施し、扁平形状のセ
ラミックブロックを作製するセラミックブロック作製工程と
を含むことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
本発明のハニカム構造体によれば、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間の
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シール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成され
ており、短軸に近い内部の接着剤としてのシール材層と外周のコート層としてのシール材
層との間に応力が集中しにくいため、昇温時にシール材層がダメージを受けにくく、従っ
て、シール材層は、接着強度を維持することができる。
また、隔壁に薄い部分が存在しくいので、物理的な衝撃に対する耐性に富み、耐久性に優
れたハニカム構造体となる。
【００２０】
また、本発明のハニカム構造体の製造方法によれば、長手方向に垂直な断面におけるハニ
カムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜
め方向になるように切削し、扁平形状のセラミックブロックを作製するので、迅速に切削
加工等を行うことができ、効率的にハニカム構造体を製造することができる。
【００２１】
なお、特許文献として記載した特許文献１には、本発明と同様に、長手方向に垂直な断面
におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長
軸に対して斜め方向に形成されたものが記載されている。しかしながら、上記ハニカム構
造体は、切削加工を行うことにより作製されるものではなく、様々な形状のハニカムユニ
ットを製造し、これらを組み合わせて接着することにより所定形状のハニカム構造体を製
造する方法をとっており、製造工程が複雑となるという問題がある。
【００２２】
また、外周のシール材層がない点で本発明のハニカム構造体と異なり、アイソスタティッ
ク強度が低く、破壊されやすいという問題点がある。
さらに、上記ハニカムユニットの長さ方向に垂直な断面の面積が５５ｍｍ角のものであり
、断面積が大きすぎるので、昇温等の際等において、温度均一性を保つのが難しく、熱衝
撃に弱く、クラック等が発生しやすいという問題がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
本発明のハニカム構造体は、多数の貫通孔が隔壁を隔てて長手方向に並設された多孔質セ
ラミックを主成分とするハニカムユニットが、シール材層を介して複数個接着された扁平
形状のセラミックブロックの外周部にシール材層が設けられたハニカム構造体であって、
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪
郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されていることを特徴とする。
【００２４】
図１（ａ）は、本発明のハニカム構造体の一例を模式的に示す斜視図であり、（ｂ）は、
（ａ）に示した上記ハニカム構造体の長軸と短軸とを示している。図２（ａ）は、本発明
のハニカム構造体を構成するハニカムユニットを模式的に示す斜視図であり、（ｂ）は、
（ａ）に示した上記ハニカムユニットのＡ－Ａ線断面図である。
【００２５】
図１（ａ）に示すように、ハニカム構造体１０は、炭化珪素等からなるハニカムユニット
２０が、シール材層（接着剤層）１１を介して複数個結束されてセラミックブロック１５
を構成し、このセラミックブロック１５の周囲にシール材層（コート層）１２が形成され
ている。このハニカムフィルタ１０の端面は、長円形（レーストラック形）をなしており
、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンが、断面の
輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されている。
【００２６】
ハニカムユニット２０は、図２（ａ）、（ｂ）に示したように、長手方向に多数の貫通孔
２１が並設され、貫通孔２１同士を隔てる隔壁２３がフィルタとして機能するようになっ
ている。即ち、ハニカムユニット２０に形成された貫通孔２１は、図２（ｂ）に示したよ
うに、排気ガスの入り口側又は出口側の端部のいずれかが封止材２２により目封じされ、
一の貫通孔２１に流入した排気ガスは、必ず貫通孔２１を隔てる隔壁２３を通過した後、
他の貫通孔２１から流出するようになっている。
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【００２７】
本発明では、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット２０間のシール材層（接着
剤層）１１のパターンが、断面の輪郭を構成する形状（長円形状）の長軸に対して斜め方
向に形成されているので、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット２０間のシー
ル材層（接着剤層）１１とシール材層（コート層）１２とのなす角が斜めである部分が多
くなる。
【００２８】
従来のように、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパター
ンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して垂直に形成されていると、シール材層（
接着剤層）１０１とシール材層（コート層）１０２とのなす角度が、ほぼ垂直となる部分
が多くなり、両者が接触する面積も小さい。
シール材（接着材、コート材）とハニカムユニットとは、熱膨張係数等が異なるので、昇
温の際等には、これらの熱膨張係数の相違に起因してシール材層（接着剤層）１０１とシ
ール材層（コート層）１０２との間に応力が発生するが、その応力はシール材層（コート
層）１０２に対して垂直に作用し、かつ、両者の接触面積も小さいので、さらにその力が
大きくなり、シール材層（コート層）１０２が破壊されやすくなる（図７参照）。
【００２９】
しかしながら、本発明では、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット２０間のシ
ール材層（接着剤層）１１のパターンが、シール材層（コート層）１２に対して斜め方向
に形成されている部分が多く、かつ、シール材層（接着剤層）１１とシール材層（コート
層）１２との接触面積も大きいので、シール材層（コート層）１２に対して垂直に作用す
る力は小さくなり、シール材層（コート層）１２の破壊も発生にくい。
【００３０】
また、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット２０間のシール材層（接着剤層）
１１のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されている
ので、ハニカムユニット２０を構成する隔壁２３との角度も斜めになり、隔壁２３が切削
されても、薄くなるように切削されることはなく、隔壁２３は、物理的な衝撃に対する耐
性に富み、耐久性に優れたハニカム構造体となる。
【００３１】
本発明では、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層１１のパタ
ーンと、外周パターンの長軸とがなす角度の最小値は、５°であることが望ましく、１５
°であることがより望ましく、３０°であることが更に望ましい。また、外周パターンの
長軸とがなす角度の最大値は、８５°であることが望ましく、７５°であることがより望
ましく、６０°であることが更に望ましい。
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層１１のパターンと、外周
パターンの長軸とがなす角度が５°未満であるか、８５°を超えると、垂直である場合と
の差が殆どなく、シール材層が熱衝撃等によりダメージを受けやすく、隔壁が薄く形成さ
れる部分が存在し、この部分の強度が低くなってしまう。
【００３２】
また、本発明では、ハニカム構造体を構成するハニカムユニットの長手方向に垂直な断面
の面積が２５ｃｍ２以下であることが望ましい。また、上記断面積は、１ｃｍ２以上であ
ることが望ましい。
上記ハニカムユニットの長手方向に垂直な断面の面積が２５ｃｍ２以下であると、上記断
面積が小さいので、昇温時等においても、真中付近と周辺部との温度差が余り大きくなら
ず、熱応力が余り大きくならず、熱衝撃に強い。
【００３３】
本発明のハニカム構造体は、主として多孔質セラミックからなり、その材料としては、例
えば、窒化アルミニウム、窒化ケイ素、窒化ホウ素、窒化チタン等の窒化物セラミック、
炭化珪素、炭化ジルコニウム、炭化チタン、炭化タンタル、炭化タングステン等の炭化物
セラミック、アルミナ、ジルコニア、コージュライト、ムライト、シリカ等の酸化物セラ
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ミック等を挙げることができる。また、ハニカム構造体１０は、シリコンと炭化珪素との
複合体、チタン酸アルミニウムといった２種類以上の材料から形成されているものであっ
てもよい。
上記多孔質セラミックの材料としては、耐熱性が大きく、機械的特性に優れ、かつ、熱伝
導率も大きい炭化珪素質セラミックが望ましい。なお、炭化珪素質セラミックとは、炭化
珪素が６０ｗｔ％以上のものをいうものとする。
【００３４】
ハニカム構造体１０を製造する際に使用するセラミックの粒径としては特に限定されない
が、後の焼成工程で収縮が少ないものが望ましく、例えば、０．３～５０μｍ程度の平均
粒径を有する粉末１００重量部と、０．１～１．０μｍ程度の平均粒径を有する粉末５～
６５重量部とを組み合わせたものが望ましい。上記粒径のセラミック粉末を上記配合で混
合することで、多孔質セラミックからなる一体型ハニカム構造体を製造することができる
。
【００３５】
なお、ハニカムユニット２０を構成する封止材２２と隔壁２３とは、同じ多孔質セラミッ
クからなることがより望ましい。これにより、両者の接着強度を高くすることができると
ともに、封止材２２の気孔率を隔壁２３と同様に調整することで、隔壁２３の熱膨張率と
封止材２２の熱膨張率との整合を図ることができ、製造時や使用時の熱応力によって封止
材２２と隔壁２３との間に隙間が生じたり、封止材２２や封止材２２に接触する部分の隔
壁２３にクラックが発生したりすることを防止することができる。
【００３６】
封止材２２は、その熱容量を調整するために、上述のセラミックのほか、金属等を含有し
ていてもよい。
上記金属としては特に限定されず、例えば、鉄、アルミニウム、金属ケイ素（Ｓｉ）等を
挙げることができる。これらは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００３７】
封止材２２の厚さは特に限定されないが、例えば、封止材２２が多孔質炭化珪素からなる
場合には、１～４０ｍｍであることが望ましく、３～２０ｍｍであることがより望ましい
。
【００３８】
隔壁２３の厚さは特に限定されないが、望ましい下限は０．１ｍｍであり、望ましい上限
は１．２ｍｍである。０．１ｍｍ未満であると、ハニカム構造体１０の強度が充分でない
ことがある。１．２ｍｍを超えると、入口側貫通孔群２１ａを封止する封止材２２と接す
る部分の隔壁２３が昇温しにくくなるため、封止材２２と隔壁２３との界面付近で熱応力
によりクラックが生じてしまうことがある。
【００３９】
本発明のハニカム構造体１０において、シール材層１１は、ハニカムユニット２０間に形
成され、複数個のハニカムユニット２０同士を結束する接着剤として機能するものであり
、一方、シール材層１２は、セラミックブロック１５の外周面に形成され、ハニカム構造
体１０を内燃機関の排気通路に設置した際、セラミックブロック１５の外周面から貫通孔
を通過する排気ガスが漏れ出すことを防止するための封止材として機能するものである。
なお、ハニカムユニット１０において、シール材層１１とシール材層１２とは、同じ材料
からなるものであってもよく、異なる材料からなるものであってもよい。さらに、シール
材層１１及びシール材層１２が同じ材料からなるものである場合、その材料の配合比は同
じであってもよく、異なっていてもよい。
【００４０】
ただし、シール材層１１は、緻密体からなるものであってもよく、その内部への排気ガス
の流入が可能なように、多孔質体からなるものであってもよいが、シール材層１２は、緻
密体からなるものであることが望ましい。シール材層１２は、ハニカムユニット１０を内
燃機関の排気通路に設置した際、セラミックブロック１５の外周面から排気ガスが漏れ出
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すことを防止する目的で形成されているからである。
シール材層１１の厚みの最小値は、０．１ｍｍであることが望ましく、０．２ｍｍである
ことがより望ましい。また、シール材層１１の厚みの最大値は、１０ｍｍであることが望
ましく、３ｍｍであることがより望ましい。
また、シール材層１２の厚みの最小値は、０．１ｍｍであることが望ましい。また、シー
ル材層１１の厚みの最大値は、１０ｍｍであることが望ましく、４ｍｍであることがより
望ましい。
【００４１】
シール材層１１及びシール材層１２を構成する材料としては特に限定されず、例えば、無
機バインダーと有機バインダーと無機繊維及び／又は無機粒子とからなるもの等を挙げる
ことができる。
【００４２】
上記無機バインダーとしては、例えば、シリカゾル、アルミナゾル等を挙げることができ
る。これらは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。上記無機バインダーの
なかでは、シリカゾルが望ましい。
【００４３】
上記有機バインダーとしては、例えば、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、エチ
ルセルロース、カルボキシメチルセルロース等を挙げることができる。これらは、単独で
用いてもよく、２種以上を併用してもよい。上記有機バインダーのなかでは、カルボキシ
メチルセルロースが望ましい。
【００４４】
上記無機繊維としては、例えば、シリカ－アルミナ、ムライト、アルミナ、シリカ等のセ
ラミックファイバー等を挙げることができる。これらは、単独で用いてもよく、２種以上
を併用してもよい。上記無機繊維のなかでは、アルミナファイバー、シリカーアルミナフ
ァイバーが望ましい。上記無機繊維の繊維長の下限値は、５μｍが望ましい。また、上記
無機繊維の繊維長の上限値は、１００ｍｍが望ましく、１００μｍがより望ましい。５μ
ｍ未満であると、シール材層の弾性を向上させることができない場合があり、一方、１０
０ｍｍを超えると、無機繊維が毛玉のような形成をとりやすくなるため、無機粒子との分
散が悪くなることがある。また、１００μｍを超えると、シール材層の厚さを薄くするこ
とが困難になる場合がある。
【００４５】
上記無機粒子としては、例えば、炭化物、窒化物等を挙げることができ、具体的には、炭
化珪素、窒化珪素、窒化硼素等からなる無機粉末又はウィスカー等を挙げることができる
。これらは、単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。上記無機粒子のなかでは
、熱伝導性に優れる炭化珪素が望ましい。
さらに、上記シール材ペーストには、必要に応じて酸化物系セラミックを成分とする微小
中空球体であるバルーンや、球状アクリル粒子、グラファイト等の造孔剤を添加してもよ
い。
上記バルーンとしては特に限定されず、例えば、アルミナバルーン、ガラスマイクロバル
ーン、シラスバルーン、フライアッシュバルーン（ＦＡバルーン）、ムライトバルーン等
を挙げることができる。これらのなかでは、アルミナバルーンが望ましい。
【００４６】
ハニカム構造体１０の気孔率は特に限定されないが、望ましい下限は２０％であり、望ま
しい上限は８０％である。２０％未満であると、ハニカム構造体１０がすぐに目詰まりを
起こすことがあり、一方、８０％を超えると、ハニカム構造体１０の強度が低下して容易
に破壊されることがある。
なお、上記気孔率は、例えば、水銀圧入法、アルキメデス法及び走査型電子顕微鏡（ＳＥ
Ｍ）による測定等の従来公知の方法により測定することができる。
【００４７】
ハニカム構造体１０の平均気孔径の望ましい下限は１μｍであり、望ましい上限は１００
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μｍである。１μｍ未満であると、パティキュレートが容易に目詰まりを起こすことがあ
る。一方、１００μｍを超えると、パティキュレートが気孔を通り抜けてしまい、該パテ
ィキュレートを捕集することができず、フィルタとして機能しないことがある。
【００４８】
図１に示したハニカム構造体１０は、長円形（レーストラック形）であるが、本発明のハ
ニカム構造体は扁平形状であれば特に限定されず、例えば、図３に示すような長手方向に
垂直な断面の形状が楕円形等を挙げることができ、さらに、図４や図５に示す形状のもの
も挙げられる。なお、図３～図５において、３１、４１、５１は、内部のシール材層であ
り、３２、４２、５２は、外周のシール材層であり、３３、４３、５３は、ハニカムユニ
ットである。
【００４９】
また、本発明のハニカム構造体では、貫通孔は、ハニカム構造体の端面全体において、長
手方向に垂直な断面の面積の総和が相対的に大きくなるように、出口側の端部が封止材に
より封止されてなる入口側貫通孔群と、上記断面の面積の総和が相対的に小さくなるよう
に、入口側の端部が上記封止材により封止されてなる出口側貫通孔群との２種類の貫通孔
からなるものであってもよい。
【００５０】
なお、上記入口側貫通孔群と上記出口側貫通孔群との組み合わせとしては、（１）入口側
貫通孔群を構成する個々の貫通孔と、出口側貫通孔群を構成する個々の貫通孔とで、長手
方向に垂直な断面の面積が同じであって、入口側貫通孔群を構成する貫通孔の数が多い場
合、（２）入口側貫通孔群を構成する個々の貫通孔と、出口側貫通孔群を構成する個々の
貫通孔とで、上記断面の面積が異なり、両者の貫通孔の数も異なる場合、（３）入口側貫
通孔群を構成する個々の貫通孔と、出口側貫通孔群を構成する個々の貫通孔とで、入口側
貫通孔群を構成する貫通孔の上記断面の面積が大きく、両者の貫通孔の数が同じ場合が含
まれる。
また、入口側貫通孔群を構成する貫通孔及び／又は出口側貫通孔群を構成する貫通孔は、
その形状や長手方向に垂直な断面の面積等が同じ１種の貫通孔からそれぞれ構成されてい
てもよく、その形状や長手方向に垂直な断面の面積等が異なる２種以上の貫通孔からそれ
ぞれ構成されていてもよい。
【００５１】
また、ハニカム構造体１０には、排気ガス中のＣＯ、ＨＣ及びＮＯｘ等を浄化することが
できる触媒が担持されていてもよい。
このような触媒が担持されていることで、ハニカム構造体１０は、排気ガス中のパティキ
ュレートを捕集するフィルタとして機能するとともに、排気ガスに含有されるＣＯ、ＨＣ
及びＮＯｘ等を浄化するための触媒コンバータとして機能する。
【００５２】
ハニカム構造体１０に担持させる触媒としては排気ガス中のＣＯ、ＨＣ及びＮＯｘ等を浄
化することができる触媒であれば特に限定されず、例えば、白金、パラジウム、ロジウム
等の貴金属等を挙げることができる。なかでも、白金、パラジウム、ロジウムからなる、
いわゆる三元触媒が望ましい。また、貴金属に加えて助触媒として、アルカリ金属（元素
周期表１族）、アルカリ土類金属（元素周期表２族）、希土類元素（元素周期表３族）、
遷移金属元素等を担持させてもよい。
【００５３】
上記触媒は、ハニカム構造体１０の気孔の表面に担持されていてもよいし、隔壁２３上に
ある厚みをもって担持されていてもよい。また、上記触媒は、隔壁２３の表面及び／又は
気孔の表面に均一に担持されていてもよいし、ある一定の場所に偏って担持されていても
よい。なかでも、入口側貫通孔群を構成する貫通孔２１内における隔壁２３の表面又は表
面付近の気孔の表面に担持されていることが望ましく、これらの両方ともに担持されてい
ることがより望ましい。上記触媒とパティキュレートとが接触しやすいため、パティキュ
レートの燃焼を効率よく行うことができるからである。



(10) JP WO2005/108328 A1 2005.11.17

10

20

30

40

50

【００５４】
また、ハニカム構造体１０に上記触媒を付与する際には、予めその表面をアルミナ等のサ
ポート材により被覆した後に、上記触媒を付与することが望ましい。これにより、比表面
積を大きくして、触媒の分散度を高め、触媒の反応部位を増やすことができる。また、サ
ポート材によって触媒金属のシンタリングを防止することができるので、触媒の耐熱性も
向上する。加えて、圧力損失を下げることを可能にする。
【００５５】
上記触媒が担持された本発明のハニカム構造体は、従来公知の触媒付ＤＰＦ（ディーゼル
・パティキュレート・フィルタ）と同様のガス浄化装置として機能するものである。従っ
て、ここでは、本発明の一体型ハニカム構造体が触媒担持体としても機能する場合の詳し
い説明を省略する。
【００５６】
次に本発明のハニカム構造体の製造方法の一例について説明する。
まず、上述したようなセラミックを主成分とする原料ペーストを用いて押出成形を行い、
四角柱形状のセラミック成形体を作製する。
【００５７】
上記原料ペーストとしては特に限定されないが、製造後のハニカム構造体の気孔率が２０
～８０％となるものが望ましく、例えば、上述したようなセラミックからなる粉末に、バ
インダー及び分散媒液等を加えたものを挙げることができる。
【００５８】
上記セラミック粉末としては特に限定されず、例えば、コージェライト、アルミナ、シリ
カ、ムライト等の酸化物セラミック、炭化ケイ素、炭化ジルコニウム、炭化チタン、炭化
タンタル、炭化タングステン等の炭化物セラミック、及び、窒化アルミニウム、窒化ケイ
素、窒化ホウ素、窒化チタン等の窒化物セラミック、炭化珪素と珪素の複合体等の粉末を
挙げることができるが、これらのなかでは、耐熱性が大きく、機械的特性に優れ、かつ、
熱伝導率も大きい炭化ケイ素が好ましい。
【００５９】
上記セラミック粉末の粒径は特に限定されないが、後の焼成工程で収縮の少ないものが好
ましく、例えば、０．３～５０μｍ程度の平均粒径を有する粉末１００重量部と０．１～
１．０μｍ程度の平均粒径を有する粉末５～６５重量部とを組み合わせたものが好ましい
。
【００６０】
上記バインダーとしては特に限定されず、例えば、メチルセルロース、カルボキシメチル
セルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ポリエチレングリコール、フェノール樹脂、
エポキシ樹脂等を挙げることができる。
上記バインダーの配合量は、通常、セラミック粉末１００重量部に対して、１～１０重量
部程度が望ましい。
【００６１】
上記分散媒液としては特に限定されず、例えば、ベンゼン等の有機溶媒、メタノール等の
アルコール、水等を挙げることができる。
上記分散媒液は、上記原料ペーストの粘度が一定範囲内となるように適量配合される。
【００６２】
これらセラミック粉末、バインダー及び分散媒液は、アトライター等で混合し、ニーダー
等で充分に混練した後、押出成形される。
【００６３】
また、上記原料ペーストには、必要に応じて成形助剤を添加してもよい。
上記成形助剤としては特に限定されず、例えば、エチレングリコール、デキストリン、脂
肪酸石鹸、ポリアルコール等を挙げることができる。
【００６４】
さらに、上記原料ペーストには、必要に応じて酸化物系セラミックを成分とする微小中空
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球体であるバルーンや、球状アクリル粒子、グラファイト等の造孔剤を添加してもよい。
上記バルーンとしては特に限定されず、例えば、アルミナバルーン、ガラスマイクロバル
ーン、シラスバルーン、フライアッシュバルーン（ＦＡバルーン）、ムライトバルーン等
を挙げることができる。これらのなかでは、アルミナバルーンが望ましい。
【００６５】
次に、上記セラミック成形体を、マイクロ波乾燥機、熱風乾燥機、誘電乾燥機、減圧乾燥
機、真空乾燥機、凍結乾燥機等を用いて乾燥させ、セラミック乾燥体とする。次いで、入
口側貫通孔群の出口側の端部、及び、出口側貫通孔群の入口側の端部に、封止材となる封
止材ペーストを所定量充填し、貫通孔を目封じする。
【００６６】
上記封止材ペーストとしては特に限定されないが、後工程を経て製造される封止材の気孔
率が２０～８０％となるものが望ましく、例えば、上記原料ペーストと同様のものを用い
ることができるが、上記原料ペーストで用いたセラミック粉末に、セラミックファイバー
、上述したような金属からなる粉末、潤滑剤、溶剤、分散剤、バインダー等を添加したも
のであることがより望ましい。後工程を経て製造される封止材の熱容量を調整することが
できるとともに、上記封口処理の途中で封止材ペースト中のセラミック粒子等が沈降する
ことを防止することができるからである。
上記セラミックファイバーとしては特に限定されず、例えば、シリカ－アルミナ、ムライ
ト、アルミナ、シリカ等からなるものを挙げることができる。これらは、単独で用いても
よく、２種以上を併用してもよい。
【００６７】
次に、上記封止材ペーストが充填されたセラミック乾燥体に対して、所定の条件で脱脂、
焼成を行うことにより、多孔質セラミックからなり、その全体が一の焼結体から構成され
たハニカムユニット２０を製造することができる。
上記セラミック乾燥体の脱脂及び焼成の条件は、従来から多孔質セラミックからなるフィ
ルタを製造する際に用いられている条件を適用することができる。
【００６８】
ハニカムユニット２０は、平均粒径の下限が２μｍ、上限が１５０μｍのセラミック結晶
からなるものであることが望ましく、下限が１０μｍ、上限が７０μｍがより望ましい。
上記セラミック結晶の平均粒径が２μｍ未満であると、ハニカムユニットの内部に存在す
る気孔の気孔径が小さくなりすぎ、直ぐに目詰まりを起こすため、フィルタとして機能す
ることが困難となる。一方、上記セラミック結晶の平均粒径が１５０μｍを超えると、そ
の内部に存在する気孔の気孔径が大きくなりすぎ、ハニカムユニットの強度が低下してし
まうおそれがある。また、所定の割合の開放気孔を有し、平均粒径が１５０μｍを超える
ようなセラミック結晶を有するハニカムユニットを製造すること自体が余り容易でない。
また、このようなハニカムユニットの平均気孔径は１～４０μｍであることが望ましい。
【００６９】
なお、ハニカムユニットに触媒を担持させる場合には、焼成して得られたセラミック焼成
体の表面に高い比表面積のアルミナ膜を形成し、このアルミナ膜の表面に助触媒、及び、
白金等の触媒を付与することが望ましい。
【００７０】
上記セラミック焼成体の表面にアルミナ膜を形成する方法としては、例えば、Ａｌ（ＮＯ

３）３等のアルミニウムを含有する金属化合物の溶液をセラミック焼成体に含浸させて加
熱する方法、アルミナ粉末を含有する溶液をセラミック焼成体に含浸させて加熱する方法
等を挙げることができる。
上記アルミナ膜に助触媒を付与する方法としては、例えば、Ｃｅ（ＮＯ３）３等の希土類
元素等を含有する金属化合物の溶液をセラミック焼成体に含浸させて加熱する方法等を挙
げることができる。
上記アルミナ膜に触媒を付与する方法としては、例えば、ジニトロジアンミン白金硝酸溶
液（［Ｐｔ（ＮＨ３）２（ＮＯ２）２］ＨＮＯ３、白金濃度４．５３重量％）等をセラミ
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ック焼成体に含浸させて加熱する方法等を挙げることができる。
【００７１】
また、本発明のハニカム構造体では、次に、ハニカムユニット２０の側面に、シール材層
１１となるシール材ペーストを均一な厚さで塗布してシール材ペースト層を形成し、この
シール材ペースト層の上に、順次他のハニカムユニット２０を積層する工程を繰り返し、
所定の大きさのハニカムユニット集合体を作製する。
なお、上記シール材ペーストを構成する材料としては、既に説明しているのでここではそ
の説明を省略する。
【００７２】
次に、このハニカムユニット集合体を加熱してシール材ペースト層を乾燥、固化させてシ
ール材層１１とする。
次に、ダイヤモンドカッター等を用い、ハニカムユニット２０がシール材層１１を介して
複数個接着されたハニカムユニット集合体を、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユ
ニット２０間のシール材層１１のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して
斜め方向になるように切削加工を施し、扁平形状のセラミックブロック１５を作製する。
【００７３】
そして、セラミックブロック１５の外周に上記シール材ペーストを用いてシール材層１２
を形成することで、ハニカムユニット２０がシール材層１１を介して複数個接着された扁
平形状のセラミックブロック１５の外周部にシール材層１２が設けられたハニカム構造体
１０を製造することができる。
【００７４】
本発明のハニカム構造体の用途は特に限定されないが、車両の排気ガス浄化装置に用いる
ことが望ましい。
図６は、本発明のハニカム構造体が設置された車両の排気ガス浄化装置の一例を模式的に
示した断面図である。
【００７５】
図６に示したように、排気ガス浄化装置７０は、主に、ハニカム構造体８０、ハニカム構
造体１０の外方を覆うケーシング７１、ハニカム構造体８０とケーシング７１との間に配
置される保持シール材７２から構成されており、ケーシング７１の排気ガスが導入される
側の端部には、エンジン等の内燃機関に連結された導入管７４が接続されており、ケーシ
ング７１の他端部には、外部に連結された排出管７５が接続されている。なお、図６中、
矢印は排気ガスの流れを示している。
また、図６において、ハニカム構造体８０は、図１に示したハニカム構造体１０であって
もよく、図３～５に示したハニカム構造体３０、４０、５０であってもよい。ただし、ケ
ーシングは、それぞれの形に合うような形状とする必要がある。
【００７６】
このような構成からなる排気ガス浄化装置７０では、エンジン等の内燃機関から排出され
た排気ガスは、導入管７４を通ってケーシング７１内に導入され、入口側貫通孔からハニ
カム構造体内に流入し、隔壁を通過して、この隔壁でパティキュレートが捕集されて浄化
された後、出口側貫通孔からハニカム構造体外に排出され、排出管７５を通って外部へ排
出されることとなる。
【００７７】
また、排気ガス浄化装置７０では、ハニカム構造体の隔壁に大量のパティキュレートが堆
積し、圧力損失が高くなると、ハニカム構造体の再生処理が行われる。
上記再生処理では、図示しない加熱手段を用いて加熱されたガスをハニカム構造体の貫通
孔の内部へ流入させることで、ハニカム構造体を加熱し、隔壁に堆積したパティキュレー
トを燃焼除去する。また、ポストインジェクション方式を用いてパティキュレートを燃焼
除去してもよい。
【実施例】
【００７８】
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以下に実施例を掲げ、本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定
されるものではない。
【００７９】
［実施例１］
平均粒径１０μｍのα型炭化珪素粉末６０重量％と、平均粒径０．５μｍのα型炭化珪素
粉末４０重量％とを湿式混合し、得られた混合物１００重量部に対して、有機バインダー
（メチルセルロース）を５重量部、水を１０重量部加えて混練して混合組成物を得た。次
に、上記混合組成物に可塑剤と潤滑剤とを少量加えてさらに混練した後、押出成形を行い
、図２（ａ）に示した端面形状と略同様の端面形状の生成形体を作製した。
【００８０】
次に、マイクロ波乾燥機等を用いて上記生成形体を乾燥させ、セラミック乾燥体とした後
、上記生成形体と同様の組成の封止材ペーストを乾燥後の厚さが１．０ｍｍとなるように
所定の貫通孔に充填した。
次いで、再び乾燥機を用いて乾燥させた後、４００℃で脱脂し、常圧のアルゴン雰囲気下
２２００℃、３時間で焼成を行うことにより、気孔率が４２％、平均気孔径が９μｍ、そ
の大きさが３４．３ｍｍ×３４．３ｍｍ×１５０ｍｍ、貫通孔２１の数が２８個／ｃｍ２

隔壁２３の厚さが０．４０ｍｍで、炭化珪素焼結体からなるハニカムユニット２０を製造
した。上記ハニカムユニットの断面積を表１に示す。表１に示すように、上記ハニカムユ
ニットの断面積は、１１．８ｃｍ２であった。
この後、ハニカムユニット２０では、図２（ａ）に示すように、市松模様となるように貫
通孔を封止材により封止した。すなわち、一方の端面を、図２に示すパターンとなるよう
に、封止材で封止した際には、他方の端面では、逆のパターンとなるように封止材で封止
した。
【００８１】
次に、繊維長０．２ｍｍのアルミナファイバー３０重量％、平均粒径０．６μｍの炭化珪
素粒子２１重量％、シリカゾル１５重量％、カルボキシメチルセルロース５．６重量％、
及び、水２８．４重量％を含む耐熱性のシール材ペーストを用いて、ハニカムユニット２
０を多数積層させ、続いて、ダイヤモンドカッターを用いて、図１に示したようなパター
ンとなるように切断し、端面の輪郭が長円形のセラミックブロック１５を作製した。この
とき、ハニカム構造体１０を接着するシール材層１１の厚さが１．０ｍｍとなるように調
整した。
【００８２】
次に、無機繊維としてアルミナシリケートからなるセラミックファイバー（ショット含有
率：３％、繊維長：０．１～１００ｍｍ）２３．３重量％、無機粒子として平均粒径０．
３μｍの炭化珪素粉末３０．２重量％、無機バインダーとしてシリカゾル（ゾル中のＳｉ
Ｏ２の含有率：３０重量％）７重量％、有機バインダーとしてカルボキシメチルセルロー
ス０．５重量％及び水３９重量％を混合、混練してシール材ペーストを調製した。
【００８３】
次に、上記シール材ペーストを用いて、セラミックブロック１５の外周部にシール材ペー
スト層を形成した。そして、このシール材ペースト層を１２０℃で乾燥して、シール材層
１２とし、シール材層の厚さが０．２ｍｍ、長軸が２００ｍｍ×短軸が１００ｍｍの端面
の輪郭が長円形のハニカム構造体１０を製造した。なお、ハニカム構造体の長手方向に垂
直な断面の断面積は、１７９ｃｍ２であり、この断面におけるハニカムユニット間のシー
ル材層のパターンと、断面の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角度は、５°であった。
なお、このハニカムユニットの断面積は、最大で１１．８ｃｍ２となっていた。
【００８４】
［実施例２～７、比較例１～３］
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪
郭を構成する形状の長軸とがなす角度、及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大
断面積を表１に示す値にしたほかは、実施例１と同様にしてハニカム構造体１０を製造し
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た。
【００８５】
［実施例８］
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪
郭を構成する形状の長軸とがなす角度、及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大
断面積を表１に示す値とし、ハニカムユニット２０を接着するシール材（接着剤）ペース
トとして、繊維長２０μｍのアルミナファイバー３０重量％、平均粒径０．６μｍの炭化
珪素粒子２１重量％、シリカゾル１５重量％、カルボキシメチルセルロース５．６重量％
、及び、水２８．４重量％を含む耐熱性のシール材（接着剤）ペーストを用いてセラミッ
クブロックを作製し、かつ、外周部シール材ペーストとして、アルミナシリケートからな
るセラミックファイバー（ショット含有率：３％、繊維長：５～１００μｍ）２３．３重
量％、平均粒径０．３μｍの炭化珪素粉末３０．２重量％、シリカゾル（ゾル中のＳｉＯ

２の含有率：３０重量％）７重量％、カルボキシメチルセルロース０．５重量％及び水３
９重量％を含む外周部シール材ペーストを用いてセラミックブロック１５の外周部にシー
ル材層を形成したほかは、実施例１と同様にしてハニカム構造体１０を製造した。
【００８６】
［実施例９～１５、比較例４～６］
端面の輪郭を図３に示す楕円形とするとともに、長手方向に垂直な断面におけるハニカム
ユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角度、
及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大断面積を表１に示す値にしたほかは、実
施例１と同様にしてハニカム構造体３０を製造した。
【００８７】
［実施例１６］
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪
郭を構成する形状の長軸とがなす角度、及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大
断面積を表１に示す値とし、ハニカムユニット２０を接着するシール材（接着剤）ペース
トとして、繊維長２０μｍのアルミナファイバー３０重量％、平均粒径０．６μｍの炭化
珪素粒子２１重量％、シリカゾル１５重量％、カルボキシメチルセルロース５．６重量％
、及び、水２８．４重量％を含む耐熱性のシール材（接着剤）ペーストを用いてセラミッ
クブロックを作製し、かつ、外周部シール材ペーストとして、アルミナシリケートからな
るセラミックファイバー（ショット含有率：３％、繊維長：５～１００μｍ）２３．３重
量％、平均粒径０．３μｍの炭化珪素粉末３０．２重量％、シリカゾル（ゾル中のＳｉＯ

２の含有率：３０重量％）７重量％、カルボキシメチルセルロース０．５重量％及び水３
９重量％を含む外周部シール材ペーストを用いてセラミックブロック１５の外周部にシー
ル材層を形成したほかは、実施例９と同様にしてハニカム構造体１０を製造した。
【００８８】
［実施例１７～２３、比較例７～９］
端面の輪郭を図５に示す略台形形状とするとともに、長手方向に垂直な断面におけるハニ
カムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角
度、及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大断面積を表１に示す値にしたほかは
、実施例１と同様にしてハニカム構造体５０を製造した。
【００８９】
［実施例２４］
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層のパターンと、断面の輪
郭を構成する形状の長軸とがなす角度、及び、ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大
断面積を表１に示す値とし、ハニカムユニット２０を接着するシール材（接着剤）ペース
トとして、繊維長２０μｍのアルミナファイバー３０重量％、平均粒径０．６μｍの炭化
珪素粒子２１重量％、シリカゾル１５重量％、カルボキシメチルセルロース５．６重量％
、及び、水２８．４重量％を含む耐熱性のシール材（接着剤）ペーストを用いてセラミッ
クブロックを作製し、かつ、外周部シール材ペーストとして、アルミナシリケートからな
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るセラミックファイバー（ショット含有率：３％、繊維長：５～１００μｍ）２３．３重
量％、平均粒径０．３μｍの炭化珪素粉末３０．２重量％、シリカゾル（ゾル中のＳｉＯ

２の含有率：３０重量％）７重量％、カルボキシメチルセルロース０．５重量％及び水３
９重量％を含む外周部シール材ペーストを用いてセラミックブロック１５の外周部にシー
ル材層を形成したほかは、実施例１７と同様にしてハニカム構造体１０を製造した。
【００９０】
（参考例１～２）
ハニカムユニットの長さ方向に垂直な最大断面積を表１に示す値に変更したほかは、実施
例１と同様にしてハニカム構造体１０を製造した。ちなみに、用いたハニカムユニットの
長さ方向に垂直な断面の寸法は、参考例１では、５．２ｃｍ×５．２ｃｍ、参考例２では
、６．３ｃｍ×６．３ｃｍであった。
【００９１】
（評価）
（１）熱衝撃試験（シール材層外周部）
各実施例及び比較例に係るハニカム構造体を、それぞれ、電気炉にいれて、昇温速度を変
更させて、７００℃で３０分保持した後、室温（２０℃）にゆっくり冷却する熱衝撃試験
を行った。
上記熱衝撃試験は、昇温温度を変更させて、ハニカム構造体のシール材層（外周部）にク
ラックが生じる試験条件を求め、その試験条件での昇温速度をハニカム構造体の耐熱衝撃
限界昇温速度とした。実施例及び比較例に係るハニカム構造体の結果を表１に示す。
【００９２】
（２）熱衝撃試験（シール材層接合部）
各実施例及び比較例に係るハニカム構造体を、それぞれ、電気炉にいれて、昇温速度を変
更（１０℃／ｍｉｎ、２０℃／ｍｉｎ）させて、７００℃で３０分保持した後、室温（２
０℃）にゆっくり冷却する熱衝撃試験を行った。
上記熱衝撃試験の後に、それぞれのハニカム構造体を中空状の円筒治具内に設置した。そ
の後、それぞれのハニカム構造体の略中央部分のハニカムフィルタを１本選択し、そのハ
ニカムフィルタを、直径３１ｍｍのステンレス製の円筒治具によって、押しぬかれる方向
に圧力を加えて、破壊される荷重（接着強度）を測定し、その結果によって、熱衝撃を受
けた後のシール材層接合部の押しぬき荷重（破壊荷重）とした。この時の実施例及び比較
例に係るハニカム構造体の結果を表１に示す。
【００９３】
（３）切削・加工に対する耐加工性
切削装置として、オークマ社製　カム研削機（Ｎ３４）を用いた。そして、砥石ＳＤ２０
０Ｎ７５ＭＦ０４、砥石回転の周速を６０ｍ／ｓｅｃと回転速度を固定した上で、ハニカ
ム構造体の回転数を２０ｒｐｍとして互いに回転しながら、長手方向に切削加工していく
ときの長手方向の速度（トラバース加工速度）を変更させて、クラック等が発生するか否
かを観察しながら、最高加工速度を測定した。
実施例及び比較例に係るハニカム構造体のクラックが発生した速度結果を表１に示す。
【００９４】
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【００９５】
表１に示したように、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層の
パターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されている実施例
に係るハニカム構造体は、外周のシール材、接着材としてのシール材のそれぞれにおける
耐熱衝撃性及び耐加工性に優れていたのに対し、長手方向に垂直な断面におけるハニカム
ユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対してほぼ垂
直方向に形成されている比較例に係るハニカム構造体は、実施例に係るハニカム構造体に
比べて外周のシール材、接着材としてのシール材のそれぞれにおける耐熱衝撃性及び耐加
工性に劣っていた。また、ハニカムユニットの断面積が２５ｃｍ２以上である参考例に係
るハニカム構造体は、耐熱衝撃性が実施例のものに比べて若干劣っていた。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
［図１］（ａ）は、本発明のハニカム構造体の一例を模式的に示す斜視図であり、（ｂ）
は、（ａ）に示したハニカム構造体の長軸と短軸とを示す図である。



(17) JP WO2005/108328 A1 2005.11.17

10

20

［図２］（ａ）は、本発明のハニカム構造体を構成するハニカムユニットの一例を模式的
に示す斜視図であり、（ｂ）は、（ａ）に示したハニカムユニットのＡ－Ａ線断面図であ
る。
［図３］本発明のハニカム構造体の別の一例の長手方向に垂直な断面を模式的に示した断
面図である。
［図４］本発明のハニカム構造体の別の一例の長手方向に垂直な断面を模式的に示した断
面図である。
［図５］本発明のハニカム構造体の別の一例の長手方向に垂直な断面を模式的に示した断
面図である。
［図６］本発明のハニカム構造体が設置された車両の排気ガス浄化装置の一例を模式的に
示した断面図である。
［図７］（ａ）は、従来のハニカム構造体の一例を模式的に示す斜視図であり、（ｂ）は
、（ａ）に示したハニカム構造体の一部を拡大した一部拡大斜視図である。
［図８］（ａ）は、従来のハニカム構造体を構成するハニカムユニットの一例を模式的に
示す斜視図であり、（ｂ）は、（ａ）に示したハニカムユニットのＡ－Ａ線断面図である
。
【符号の説明】
【００９７】
１０、２０、３０、４０、５０　集合体型ハニカム構造体
１１、３１、４１、５１　シール材層
１２、３２、４２、５２　シール材層
３３、４３、５３　ハニカムユニット
１５　セラミックブロック
２０　ハニカムユニット
２１　貫通孔
２２　封止材
２３　隔壁
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【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【手続補正書】
【提出日】平成19年11月20日(2007.11.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
図７（ａ）は、このようなハニカム構造体からなるハニカムフィルタを模式的に示す斜視
図であり、（ｂ）は、その一部を示す部分拡大斜視図である。また、図８（ａ）は、図７
に示したハニカムフィルタを構成するハニカムユニットの一例を模式的に示す斜視図であ
り、（ｂ）は、そのＡ－Ａ線断面図である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
また、短軸に近い部分では、図７（ｂ）に示すように、隔壁１１３が薄く形成される部分
が存在し、この部分の強度が低くなってしまうため、物理的な衝撃に弱く、輸送時等にク
ラックが発生してしまう場合があるという問題があった。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
本発明のハニカム構造体によれば、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間の
シール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成され
ており、短軸に近い内部の接着剤としてのシール材層と外周のコート層としてのシール材
層との間に応力が集中しにくいため、昇温時にシール材層がダメージを受けにくく、従っ
て、シール材層は、接着強度を維持することができる。
また、隔壁に薄い部分が存在しにくいので、物理的な衝撃に対する耐性に富み、耐久性に
優れたハニカム構造体となる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
本発明では、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層１１のパタ
ーンと、断面の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角度の最小値は、５°であることが望
ましく、１５°であることがより望ましく、３０°であることが更に望ましい。また、断
面の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角度の最大値は、８５°であることが望ましく、
７５°であることがより望ましく、６０°であることが更に望ましい。
長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層１１のパターンと、断面
の輪郭を構成する形状の長軸とがなす角度が５°未満であるか、８５°を超えると、垂直
である場合との差が殆どなく、シール材層が熱衝撃等によりダメージを受けやすく、隔壁
が薄く形成される部分が存在し、この部分の強度が低くなってしまう。
【手続補正５】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
隔壁２３の厚さは特に限定されないが、望ましい下限は０．１ｍｍであり、望ましい上限
は１．２ｍｍである。０．１ｍｍ未満であると、ハニカム構造体１０の強度が充分でない
ことがある。１．２ｍｍを超えると、入口側貫通孔群を封止する封止材２２と接する部分
の隔壁２３が昇温しにくくなるため、封止材２２と隔壁２３との界面付近で熱応力により
クラックが生じてしまうことがある。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９５】
表１に示したように、長手方向に垂直な断面におけるハニカムユニット間のシール材層の
パターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対して斜め方向に形成されている実施例
に係るハニカム構造体は、外周のシール材、接着剤としてのシール材のそれぞれにおける
耐熱衝撃性及び耐加工性に優れていたのに対し、長手方向に垂直な断面におけるハニカム
ユニット間のシール材層のパターンが、断面の輪郭を構成する形状の長軸に対してほぼ垂
直方向に形成されている比較例に係るハニカム構造体は、実施例に係るハニカム構造体に
比べて外周のシール材、接着剤としてのシール材のそれぞれにおける耐熱衝撃性及び耐加
工性に劣っていた。また、ハニカムユニットの断面積が２５ｃｍ２以上である参考例に係
るハニカム構造体は、耐熱衝撃性が実施例のものに比べて若干劣っていた。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９７】
１０、３０、４０、５０　集合体型ハニカム構造体
１１、３１、４１、５１　シール材層
１２、３２、４２、５２　シール材層
２０、３３、４３、５３　ハニカムユニット
１５　セラミックブロック
２１　貫通孔
２２　封止材
２３　隔壁
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【国際調査報告】
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